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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第28期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第29期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第28期

会計期間
自 平成20年12月１日
至 平成21年２月28日

自 平成21年12月１日
至 平成22年２月28日

自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日

売上高 (百万円) 2,309 1,644 15,984

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) △158 64 192

四半期(当期)純利益 (百万円) 54 45 1,506

純資産額 (百万円) 11,632 13,113 13,082

総資産額 (百万円) 84,836 78,612 80,113

１株当たり純資産額 (円) 87,306.17 98,425.83 98,192.21

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 410.72 337.94 11,310.23

潜在株式調整後１株当
たり四半期(当期)純利
益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 13.7 16.7 16.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 180 △58 3,551

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,338 50 2,221

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,964 △670 △7,697

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 3,772 2,607 3,283

従業員数 (人) 78 73 75

 (注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営諸表等の推移については記載し

         ておりません。

   ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 　３．第28期第１四半期、第28期連結会計年度末及び第29期第１四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純

 利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。但し、当社グループは依然低迷が継続する流動化市況に鑑み、また、

経営管理の効率化・集約化を目的とした組織の変更を行い、従来、「不動産流動化事業」及び「不動産分譲

事業」と内部管理上区分していた事業を「不動産事業」へと統合しております。

    また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年２月28日現在

従業員数(人) 73 (15)

(注) 　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員、アルバイト）は、当第１四半期

 連結会計期間の平均人員を(　)内に外書きで記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年２月28日現在

従業員数(人) 59

(注) 　従業員数は就業人員であります。なお、臨時雇用者はおりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、不動産事業及び不動産賃貸事業を主要な事業としており、生産実績を定義することが

困難であるため、生産実績の記載はしておりません。
　
(2) 受注実績

当社グループは、受注生産を行っていないため、受注実績の記載はしておりません。
　
(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別
セグメントの名称

区分

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年12月１日
 至　平成22年２月28日) 前年同四半期比(％)

金額（百万円）

  不動産事業

開発流動化 ― ─

再生流動化 74 △58.2

アセットマネジメント 0 △95.5

投資分譲 179 △80.5

住宅分譲 ― ─

小計 253 △77.0

  不動産賃貸事業

住居 488 △9.4

オフィス 414 39.1

その他 409 46.2

小計 1,311 17.4

  その他の事業 　 79 △9.9

合計 　 1,644 △28.8

(注) １　当第１四半期連結会計期間から、セグメント情報における事業の種類別セグメントの変更を行っております。

詳細につきましては「第５　経理の状況　１．四半期連結財務諸表　注記事項(セグメント情報)」をご参照下

さい。

なお、上記「(3)販売実績」の前年同四半期比較については、事業区分自体の変更はありませんので、同一の事

業区分の金額に基づき算出しております。

２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

３　本表の金額に消費税等は含まれておりません。

４　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
     (自　平成20年12月１日
      至　平成21年２月28日）

当第１四半期連結会計期間
 (自　平成21年12月１日
    至　平成22年２月28日）

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

㈱アクロスコーポレーション 511 22.14 ─ ─

５  当第１四半期連結会計期間における売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。 
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１）業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、各国の景気対策により一部持ち直しの傾向が見られ

るものの、依然厳しい雇用・所得環境により国内民間需要の自立的回復力はなお弱く、先行き不透明感の拭

えない状況が続いております。

　当社の属する不動産業界におきましては、J-REITの公募増資による不動産投資が再開されるなど、一部に

明るさが見られるものの、総じて厳しい状況が続いております。

　このような事業環境下におきましては、当社グループは、外部環境の変化に適切に対応すべく、関西を基盤

とした安定的ストックビジネスである不動産賃貸事業及び不動産分譲事業に経営資源をシフトしてまいり

ました。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の業績は売上高は1,644百万円（前年同四半期比28.8％減）、営業利

益は511百万円（前年同四半期比7.1％増）、経常利益は64百万円（前年同四半期の経常損失は158百万

円）、当第１四半期純利益は45百万円（前年同四半期比17.7％減）となりました。

　（セグメント別の状況）

　　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。

　①不動産事業

不動産事業は、自社ブランド「S-RESIDENCE」シリーズ等の企画開発・販売及び収益不動産等の再生・販

売を行っております。また販売会社向けに投資用マンションの企画開発・販売及びファミリー向け分譲マ

ンションの企画開発・販売を行っております。

　投資用マンションとして「クレアート大阪トゥールビヨン（大阪市旭区）」及び「クレアート大阪EAST

G４（大阪市城東区）」等において計15戸を販売いたしました。

　この結果、当該事業の売上高は253百万円（前年同四半期比77.0％減）、営業損失は６百万円（前年同四半

期の営業利益は227百万円）となりました。

　②不動産賃貸事業

不動産賃貸事業は、賃貸マンション、オフィスビル、商業施設、ホテル等の賃貸及び管理を行っておりま

す。

  賃料収入の増加を図るべく、積極的に入居者及びテナント誘致活動を展開し、また賃貸コスト圧縮に努め

ました 。

　この結果、不動産賃貸事業における売上高は1,311百万円（前年同四半期比17.4％増）、営業利益は716百

万円（前年同四半期比49.9％増）となりました。

　③その他の事業

その他の事業は、「センターホテル東京（東京都中央区日本橋）」及び「センターホテル大阪（大阪市

中央区北浜）」の２棟のビジネスホテルを保有・運営しております。

　当該事業の売上高は79百万円（前年同四半期比9.9％減）、営業利益は10百万円（前年同四半期比34.0％

増）となりました。
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(２)財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ1,501百万円減少し、78,612百

万円となりました。資産の主な減少要因は、長期借入金の返済等による現金及び預金676百万円の減少及び

減価償却による有形固定資産245百万円の減少であります。負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,532百万

円減少し、65,498百万円となりました。負債の主な減少要因は、支払手形及び買掛金640百万円の減少、借入

金2,880百万円の増加及び社債3,556百万円の減少であります。純資産合計は、前連結会計年度末に比べ30百

万円増加し、13,113百万円となりました。純資産の主な増加要因は、四半期純利益の計上に伴う利益剰余金

45百万円の増加であります。 

　

  (３）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により

58百万円減少、投資活動により50百万円増加、財務活動により670百万円減少した結果、前連結会計年度末と

比べ、676百万円減少し、当第１四半期連結会計期間末には2,607百万円となりました。

　(営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における営業活動により使用した資金は、58百万円（前年同四半期は180百万

円の収入）となりました。これは、減価償却費が245百万円、未収入金の減少が209百万円、仕入債務の減少が

640百万円あったことが主な要因であります。

　(投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における投資活動により得た資金は、50百万円（前年同四半期は1,338百万円

の収入）となりました。これは、有形固定資産の売却による収入121百万円、出資金の取得による支出が51百

万円あったことが主な要因であります。

　(財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における財務活動により使用した資金は、670百万円（前年同四半期は2,964

百万円の支出）となりました。これは、短期借入による収入が3,647百万円、長期借入による収入が1,751百

万円、長期借入金の返済による支出が2,473百万円、社債の償還による支出が3,556百万円あったことが主な

要因であります。

　

　(４)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

　(５)研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却につ

いて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 398,000

計 398,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年４月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 133,225 133,225
大阪証券取引所
（ヘラクレス）

１．単元株制度を採用してお
りません。
２．普通株式は完全議決権株
式であり、権利内容に何ら限
定のない当社における標準と
なる株式であります。

計 133,225 133,225 ― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成22年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

  ① 平成18年５月15日臨時株主総会決議（平成18年５月15日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年２月28日)

新株予約権の数（個） 34

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 　　　　　　　　　　 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）      170(注)４

新株予約権の行使時の払込金額（円）   62,000(注)４

新株予約権の行使期間
自　平成20年５月16日
至　平成24年11月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　62,000(注)４
資本組入額　31,000(注)４

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　(注) １　 当社が新株予約権付与後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数が
　　　　　　調整されます。 
 　 　 　 　ただし、この調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式
　　　　　　の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。 
　          調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・株式併合の比率 
  　        また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が
　　　　　　新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。 
     　２ 　当社が新株予約権付与後、新株予約権の行使時の払込金額（以下「行使価額」という。）を下回る払
　　　　　　込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整によ
　　　　　　り生じる１円未満の端数は切り上げます。
　

調整後
行使価額

＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分株式数
       　 　上記算式において、「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し
　　　　　　た数とします。 
　 　       また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り
　　　　　　上げます。 

　
 調整後
 行使価額

＝
調整前
行使価額

×
１

株式分割・株式併合の比率

         　 さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社
　　　　　　が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行います。
     　３　 新株予約権の行使の条件（行使価額及び行使期間を除く。） 
       　   ① 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。 
      　    ② 新株予約権発行時において当社又は当社子会社の取締役及び従業員であった者は、新株予約権行使
　　　　　　 　時においても当社、当社子会社又は当社の関係会社の役員又は従業員であることを要する。ただし、
　　　　　　　 任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合で、当社取締役会が承認した場合はこ
　　　　　　　 の限りではない。 
    　 ４   平成19年２月26日付で１株を５株に分割したことに伴い、同日付にて、新株予約権の目的となる株式
　　　　　　の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組入額はそれぞれ調整されております。
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② 平成19年２月27日定時株主総会決議（平成19年２月27日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年２月28日)

新株予約権の数（個） 17

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 17

新株予約権の行使時の払込金額（円）  288,220(注)４

新株予約権の行使期間
自　平成21年２月28日
至　平成24年11月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　288,220(注)４
資本組入額　144,110(注)４

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　(注) １　 当社が新株予約権付与後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数が
　　　　　　調整されます。 
 　 　 　 　ただし、この調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式
　　　　　　の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。 
　          調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・株式併合の比率 
  　        また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が
　　　　　　新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。 
    　 ２ 　当社が新株予約権付与後、新株予約権の行使時の払込金額（以下「行使価額」という。）を下回る払
　　　　　　込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整によ
　　　　　　り生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後
行使価額

＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分株式数
         　 上記算式において、「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し
　　　　　　た数とします。 
         　 また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り
　　　　　　上げます。 

　
 調整後
 行使価額

＝
調整前
行使価額

×
１

株式分割・株式併合の比率

      　    さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社
　　　　　　が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行います。
     　３ 　新株予約権の行使の条件（行使価額及び行使期間を除く。） 
         　 ① 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。 
　          ② 新株予約権発行時において当社又は当社子会社の取締役及び従業員であった者は、新株予約権行使
　　　　　　　 時においても当社、当社子会社又は当社の関係会社の役員又は従業員であることを要する。ただし、
　　　　　　　 任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合で、当社取締役会が承認した場合はこ
　　　　　　　 の限りではない。 
    　 ４   行使価額を下回る１株当たりの払込金額での普通株式の発行を行ったことに伴い、「新株予約権の行
　　　　　　使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入
　　　　　　額」が調整されております。
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年12月１日～
平成22年２月28日

― 133,225― 4,466 ― 4,366

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日(平成21年11月30日)に基づく株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等) ─ ― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式　133,225 133,225 ─

単元未満株式 ─ ― ─

発行済株式総数 133,225 ― ―

総株主の議決権 ― 133,225 ―

(注)　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が６株（議決権６個）含まれて

おります。

② 【自己株式等】

　　該当事項はありません。　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
　12月

平成22年
　１月 　２月

最高(円) 26,19029,00026,700

最低(円) 21,50024,00024,030

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

    前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年12月１

日から平成21年２月28日まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成21年12月

１日から平成22年２月28日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成21年12月１日から平成22年２月28日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人だいちによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,912 3,588

売掛金 99 107

たな卸資産 ※2
 16,764

※2
 16,844

繰延税金資産 323 290

その他 1,343 1,808

貸倒引当金 △16 △20

流動資産合計 21,426 22,621

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 21,983

※1
 22,189

信託建物(純額) ※1
 3,949

※1
 3,980

土地 26,703 26,705

信託土地 3,150 3,150

その他（純額） ※1
 57

※1
 62

有形固定資産合計 55,843 56,089

無形固定資産

のれん 89 90

その他 66 71

無形固定資産合計 155 162

投資その他の資産

投資有価証券 455 453

長期貸付金 9 10

繰延税金資産 336 423

その他 333 294

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 1,132 1,181

固定資産合計 57,132 57,432

繰延資産

創立費 1 1

開業費 52 59

繰延資産合計 53 60

資産合計 78,612 80,113

EDINET提出書類

サムティ株式会社(E04074)

四半期報告書

13/26



(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 68 708

短期借入金 5,158 551

1年内償還予定の社債 56 1,749

1年内返済予定の長期借入金 29,749 19,856

未払法人税等 5 0

その他 934 1,087

流動負債合計 35,973 23,953

固定負債

社債 611 2,475

長期借入金 ※4, ※5
 25,228

※4, ※5
 36,849

繰延税金負債 505 528

退職給付引当金 38 34

役員退職慰労引当金 2 2

預り敷金保証金 1,910 1,944

建設協力金 967 980

その他 261 261

固定負債合計 29,524 43,077

負債合計 65,498 67,031

純資産の部

株主資本

資本金 4,466 4,466

資本剰余金 4,366 4,366

利益剰余金 4,322 4,277

株主資本合計 13,155 13,110

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △8 △9

繰延ヘッジ損益 △33 △19

評価・換算差額等合計 △42 △28

新株予約権 0 1

純資産合計 13,113 13,082

負債純資産合計 78,612 80,113
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年２月28日)

売上高 2,309 1,644

売上原価 1,400 782

売上総利益 908 861

販売費及び一般管理費 ※1
 430

※1
 350

営業利益 477 511

営業外収益

受取利息 2 0

受取配当金 1 －

匿名組合投資利益 21 －

金利スワップ評価益 1 0

その他 2 24

営業外収益合計 28 25

営業外費用

支払利息 493 443

支払手数料 155 17

その他 15 11

営業外費用合計 664 472

経常利益又は経常損失（△） △158 64

特別利益

固定資産売却益 531 8

貸倒引当金戻入額 － 4

新株予約権戻入益 － 0

その他 25 －

特別利益合計 557 12

特別損失

固定資産売却損 222 －

その他 － 0

特別損失合計 222 0

税金等調整前四半期純利益 176 76

法人税、住民税及び事業税 118 1

法人税等調整額 4 30

法人税等合計 122 31

四半期純利益 54 45
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 176 76

減価償却費 262 245

のれん償却額 1 1

受取利息 △3 △0

支払利息 493 443

為替差損益（△は益） △0 △1

有形固定資産売却損益（△は益） △309 △8

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3 3

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3 △0

売上債権の増減額（△は増加） 50 8

たな卸資産の増減額（△は増加） 245 81

仕入債務の増減額（△は減少） △47 △640

預り敷金保証金の増減額（△は減少） △191 △34

その他 △59 119

小計 623 295

利息及び配当金の受取額 3 0

利息の支払額 △450 △354

法人税等の支払額 3 △0

営業活動によるキャッシュ・フロー 180 △58

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 20 －

有形固定資産の取得による支出 △684 △4

有形固定資産の売却による収入 2,003 121

無形固定資産の取得による支出 △3 △2

出資金の取得による支出 △50 △51

出資金の清算による収入 5 －

保険積立金の解約による収入 35 －

建設協力金の支払による支出 △13 △13

その他 25 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,338 50

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 78 3,647

短期借入金の返済による支出 △4,209 △21

長期借入れによる収入 7,670 1,751

長期借入金の返済による支出 △6,285 △2,473

社債の償還による支出 △62 △3,556

その他 △155 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,964 △670

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,445 △676

現金及び現金同等物の期首残高 5,217 3,283

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,772

※1
 2,607
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日)

　　該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日)

　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日)

　　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年2月28日)

前連結会計年度末
(平成21年11月30日)

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　   5,549百万円

 ※２ たな卸資産の内訳 
　　　販売用不動産　　　　　　　　　11,839百万円
　　　仕掛販売用不動産　　　　　　　 4,921百万円
　　　商品  　　　　　　　　　　　　　　 0百万円
      貯蔵品　　　　　　　　　　　　　　 2百万円
 
　 ３ 偶発債務
　　　債務保証
　　　次の債務者について、金融機関からの借入等に
　　　対し債務保証を行っております。

保証先 金額（百万円） 内容

住宅ローン利用者
（２名）

52 借入債務
（注）

計 52 ―
(注) 当社分譲マンション購入者の当社提携銀行に対す
る住宅ローンにつき、債務保証を行っております。 
なお、各住宅ローン利用者は、各々、購入不動産につき第
１順位の抵当権を設定しているため、当社の負担は抵当
権の実行により回収不能額が生じた場合の当該金額に
限定されております。 
 
※４ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う
     ため取引銀行２行と当座貸越契約及びコミットメ
　　 ントライン契約を締結しております。これら契約
     に基づく当第１四半期連結会計年度末の借入未実
     行残高は次のとおりであります。     

　
当座貸越限度額及び
コミットメントラインの総額 6,500百万円

　 借入実行残高 　　  5,326百万円

　   差引額 　 1,173百万円
 
※５ 財務制限条項 
　長期借入金5,000百万円について財務制限条項がつい
ており、当該条項は以下のとおりであります。 
①単体貸借対照表の純資産の部の合計金額を、平成19年
11月期の末日における同表の純資産の部の合計金額の
75％以上に維持すること。 
②単体損益計算書の営業損益、経常損益及び当期損益を
2期連続（1期目を平成19年11月期（同期を含む。）以降
に到来する各決算期として算出する。）で損失としない
こと。 

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,311百万円

 ※２ たな卸資産の内訳
　　　販売用不動産　　　　　　　　　 11,879百万円
　　　仕掛販売用不動産　　　　　　　　4,963百万円
      商品　　　　　　　　　　　　　　　　0百万円
　　　貯蔵品                              2百万円
 
　 ３ 偶発債務
　　　債務保証
　　　次の債務者について、金融機関からの借入等に
　　　対し債務保証を行っております。

保証先 金額（百万円） 内容

住宅ローン利用者
（２名）

53借入債務（注）

計 53 ―
(注) 当社分譲マンション購入者の当社提携銀行に対す
る住宅ローンにつき、債務保証を行っております。 
なお、各住宅ローン利用者は、各々、購入不動産につき第
１順位の抵当権を設定しているため、当社の負担は抵当
権の実行により回収不能額が生じた場合の当該金額に
限定されております。 
 
※４ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う
     ため取引銀行２行と当座貸越契約及びコミットメ
　　 ントライン契約を締結しております。これら契約
     に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次
     のとおりであります。

　
当座貸越限度額及び
コミットメントラインの総額 6,500百万円

　 借入実行残高 　 5,365百万円

　 差引額 　 1,134百万円
 
※５ 財務制限条項 
（１）長期借入金5,000百万円について財務制限条項が
ついており、当該条項は以下のとおりであります。 
①単体貸借対照表の純資産の部の合計金額を、平成19年
11月期の末日における同表の純資産の部の合計金額の
75％以上に維持すること。 
②単体損益計算書の営業損益、経常損益及び当期損益を
2期連続（1期目を平成19年11月期（同期を含む。）以降
に到来する各決算期として算出する。）で損失としない
こと。 
（２）長期借入金450百万円について財務制限条項がつ
いており、当該条項は以下のとおりであります。 
①連結貸借対照表の純資産の部の合計金額を、12,360百
万円又は平成19年11月期の末日における同表の純資産
の部の合計金額の75％の何れか大きい金額未満としな
いこと。 
②連結損益計算書の営業損益又は経常損益を損失とし
ないこと。
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(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年12月1日
至　平成21年2月28日)

当第１四半期連結累計期間
              (自　平成21年12月1日
               至  平成22年2月28日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの　　

広告宣伝費　　　　　　　　　　　　　　 25百万円
賃貸仲介手数料                      　 23百万円
役員報酬                            　 48百万円
給料手当                          　　 63百万円
賞与引当金繰入額                 　　  15百万円
法定福利費                       　　  13百万円
租税公課                        　　   79百万円
支払手数料                     　　    39百万円
支払報酬                      　　     24百万円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

広告宣伝費　　　　　　　　　　　　　　　15百万円　
賃貸仲介手数料　　　　　　　　　　　　　17百万円
役員報酬　　　　　　　　　　　　　　　　45百万円
給料手当　　　　　　　　　　　　　　　　63百万円
賞与引当金繰入額　　　　　　　　　　　　10百万円
退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　 2百万円　
法定福利費　　　　　　　　　　　　　　　12百万円
租税公課　　　　　　　　　　　　　　　　38百万円
支払手数料　　　　　　　　　　　　　　　44百万円
支払報酬　　　　　　　　　　　　　　　　21百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年12月1日
至　平成21年2月28日)

当第１四半期連結累計期間
              (自　平成21年12月1日
               至　平成22年2月28日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　  　(平成21年2月28日現在)
 

現金及び預金勘定 4,277百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △504百万円

現金及び現金同等物 3,772百万円

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

                           (平成22年2月28日現在)
 

　現金及び預金勘定  2,912百万円

　預入期間が３か月超の定期預金 △305百万円

　現金及び現金同等物 2,607百万円

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年2月28日)

及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年2月28日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 133,225

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) ─

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第１四半期

連結会計期間末残高
(百万円)

提出会社 ─ ─ 0

連結子会社 ― ― ─

合計 ─ 0

　

４　配当に関する事項

　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(有価証券関係)

　当第1四半期連結会計期間末（平成22年2月28日）

　　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

　い変動はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　当第１四半期連結会計期間末（平成22年2月28日）

　　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著し

　い変動はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年12月１日　至　平成22年2月28日)

　該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年12月１日　至　平成22年2月28日)

　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日)

　
不動産流動化
事業
(百万円)

不動産分譲
事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

181 922 1,117 88 2,309 ― 2,309

(2) セグメント間
　　の内部売上高
　　又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 181 922 1,117 88 2,309 ― 2,309

営業利益 133 93 477 8 713 (235) 477

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

     ２ 各区分に属する主要な事業

事業区分 主な事業の内容

不動産流動化事業 不動産投資ファンドの組成及び運営・不動産投資ファンド向けの物件の開発及び売買等

不動産分譲事業 ファミリーマンション・投資マンション・戸建住宅・宅地等の分譲

不動産賃貸事業 マンション・ビル・商業施設及び土地等の賃貸及び運営管理

その他の事業 顧客の宿泊、貸室などを併せたホテルの経営

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日)

　
不動産
事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

253 1,311 79 1,644 ― 1,644

(2) セグメント間
　　の内部売上高
　　又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 253 1,311 79 1,644 ― 1,644

営業利益又は
営業損失(△)

△6 716 10 720 (209) 511

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

     ２ 各区分に属する主要な事業

事業区分 主な事業の内容

不動産事業
不動産投資ファンドの組成及び運営・不動産投資ファンド向けの物件の開発及び売買等
ファミリーマンション・投資マンション・戸建住宅・宅地等の分譲

不動産賃貸事業 マンション・ビル・商業施設及び土地等の賃貸及び運営管理

その他の事業 顧客の宿泊、貸室などを併せたホテルの経営
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    ３ 事業区分の変更

  当社グループは、昨今の当社グループを取り巻く環境、とりわけ流動化市況を鑑み、当該流動化事業

を大幅に縮小させております。それに伴い、経営管理の効率化・集約化を目的として組織の変更を行

い、従来、「不動産流動化事業」及び「不動産分譲事業」と内部管理上区分していた事業を「不動産

事業」へと統合しております

　

     なお、前第１四半期連結累計期間の事業の種類別セグメント情報について、当第１四半期連結
　　　 累計期間の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は、次のとおりであります。

　

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日)

　
不動産
事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

1,103 1,117 88 2,309 ― 2,309

(2) セグメント間
　　の内部売上高
　　又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,103 1,117 88 2,309 ― 2,309

営業利益
又は営業損失(△)

227 477 8 713 (235) 477

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日) 及び当第１四半期連結累計期

間(自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日)において本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社

及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　
　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日) 及び当第１四半期連結累計期

間(自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日)において海外売上高がないため、該当事項はありませ

ん。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日)

前連結会計年度末
(平成21年11月30日)

　 　

１株当たり純資産額 98,425円83銭
　

　 　

１株当たり純資産額 98,192円21銭
　

　

２　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
　　　　　　　(自　平成21年12月１日
　　　　　　　 至　平成22年２月28日)

１株当たり四半期純利益金額 410円72銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

─
　

１株当たり四半期純利益金額 337円94銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

─

　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

　　ため、記載しておりません。

　　　２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
 至　平成22年２月28日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 54 45

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 54 45

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 133,225 133,225

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

─ ─

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が適用初年度開始前のもの

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりますが、当第１四半期連結

会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べ著しい変動が認められないため、記載

しておりません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　　　　　　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年４月10日

サムティ株式会社

取締役会　御中

　

監査法人だいち
　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　星　　野　　 　 　誠　  印
　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　村　　田　　直　　隆　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサム

ティ株式会社の平成20年12月１日から平成21年11月30日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平

成20年12月１日から平成21年２月28日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サムティ株式会社及び連結子会社の平成21年

２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は借入金に関する財務制限条項に抵触する事

実が発生しており、また、販売用不動産及び賃貸事業用固定資産の不動産市況が将来、著しく下落した場合に

は、借入金の調達に影響を与える可能性がある。当該状況により継続企業の前提に関する重要な疑義が存在し

ている。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は、継続企業を前提

として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。 

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

　報告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年４月12日

サムティ株式会社

取締役会　御中

　

監査法人だいち
　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　星　　野　　 　 　誠　  印
　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　村　　田　　直　　隆　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサム

ティ株式会社の平成21年12月1日から平成22年11月30日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（平成

21年12月1日から平成22年2月28日まで）及び第1四半期連結累計期間（平成21年12月1日から平成22年2月28

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サムティ株式会社及び連結子会社の平成22年2

月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

　報告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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